様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
令和７年度こども食堂物価高騰対策支援金（追加分）の申請に関する誓約書
令和７年度こども食堂物価高騰対策支援金（追加分）（以下「支援金」という。）の申請にあたり下記のことを誓約します。
記
	1
	定款又は会則を備えています。

	2
	公序良俗に反する活動を行う者や団体ではありません。

	3
	営利・宗教・政治活動に利用しません。

	4
	次の(1)から(7)のいずれにも該当しません。

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）
(2) 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（ 以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

(3) 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者

(4) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

(5) 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

(6) 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

(7) 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者

	5
	静岡県から、製造の請負、物件の買入れその他の契約に係る指名停止措置を受けていません。

	6
	国税及び地方税を滞納していません。

	7
	食事の提供に要する費用に相当する金額をこどもから徴収していません。

	8
	令和７年度こども食堂物価高騰対策支援金（追加分）交付要綱第７に該当する事案が判明した場合には、支援金の申請を取り下げます。また、支援金交付後に判明した場合は静岡県にその旨を速やかに報告します。

	9
	衛生管理及び事故防止の徹底に努め、安全な運営を行います。

	10
	運営しているこども食堂はこどもの居場所一覧に掲載されており、令和７年４月１日から令和７年６月30日まで及び令和７年10月１日から令和８年３月31日までの開催実績は別紙のとおりです。


令和　　年　 月　 日
　静岡県知事　様
	申請者住所
	

	申請者氏名（法人にあっては名称及び代表者職・氏名）
	


別紙
こども食堂の開催状況
	こども食堂名
	


１　開催実績（令和７年４月１日から令和７年６月30日まで及び令和７年10月１日から令和８年３月31日まで）
	月
	日・開催場所
	開催回数

	令和７年
４月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	５月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	６月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	７月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	８月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	９月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	10月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	11月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	12月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	令和８年
１月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	２月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	３月
	日
	
	

	
	場所
	
	

	
	
	開催回数合計
	


